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Ⅰ はじめに 

 

 山形県公立大学法人は、米沢栄養大学及び米沢女子短期大学の２つの県立大学を設置し運営

しており、豊かな教養に裏付けられた専門的な知識と技術・技能を身に付け、広く社会で活躍

する人材を育成するとともに、地域に根差した大学として地域や社会全体の持続的な発展に寄

与することを使命としている。 

 米沢女子短期大学は、昭和26年設置の米沢高等女子学院を前身として昭和27年に米沢市立の

女子短期大学として開学し、その後、昭和38年に米沢市から山形県に移管され、昭和45年に名

称を山形県立米沢女子短期大学に改称した。開学当初は家政科から始まり、以降は多様化する

社会の要請に応えながら学科を改組改編し、現在では、国語国文学科、英語英文学科、日本史

学科、社会情報学科の４学科を有する全国有数の総合短期大学となった。 

米沢栄養大学は、少子高齢化社会の到来や人々の価値観の多様化による「食」を取り巻く環

境の変化を受け、栄養に関する教育と研究の成果を通して地域と社会への貢献を行い、県民の

健康で豊かな暮らしの実現に寄与すべく、米沢女子短期大学の健康栄養学科を発展的に改組し、

平成26年に開学した栄養と健康に関する単科大学である。平成30年には、より高い専門性を有

する栄養のプロフェッショナルを育成するために、大学院（修士課程）を開設した。 

令和６年度は、法人移行後15年、米沢栄養大学開学後10年をそれぞれ経過した年であり、理

事長のリーダーシップのもと、学内外の理事、各委員会を中心とした効果的な組織運営体制に

より、教職員一丸となって業務運営に取り組んだ。事業計画や事業実績、予算、決算、規程の

制定・改廃等の法人の経営に関する重要事項については、大学運営の中心的役割を果たす審議

機関である｢経営審議会｣を４回、両大学の教育研究に関する重要事項については、米沢栄養大

学の「教育研究審議会」及び米沢女子短期大学の「教育研究審議会」をそれぞれ４回開催し、

学外理事・学外委員を交えて幅広い視点から審議を行った。さらに、１法人２大学制のメリッ

トを活かすため、米沢栄養大学及び米沢女子短期大学の連携を重視し、各委員会活動において

合同で事業を実施する等、機能強化と効率的な業務運営に努めた。 

また、第３期中期計画（令和３年度～令和８年度）に関しては、中期計画推進委員会を中心

に法人と各大学の現状や課題を整理しながら、「Ⅳ 事業に関する説明」に記載のとおり、県が

定める中期目標の実現に向け、中期計画に基づく年度計画の着実な実施に取り組んだ。年度計

画の実行及び進捗管理にあたっては、両大学の学部・各学科において主体的に取り組むととも

に、各委員会が所掌する事項を調査・検討しながら事業を活発に行うことで、教育研究水準の

維持向上と教育研究活動の活性化を図っているところである。 
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Ⅱ 基本情報 

 

１ 目標 

地方独立行政法人法に基づき、大学を設置し及び管理することにより、豊かな教養に裏付

けられた専門的な知識と技術・技能を身に付け、広く社会で活躍する人材を育成するととも

に、地域に根差した大学として真理の探究と知の創造に努め、もって地域ひいては社会全体

の持続的な発展に寄与する。 

 

２ 業務内容 

 本法人の業務内容は下記のとおりである。 

① 大学を設置し、これを運営すること 

② 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと 

③ 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実績その他の法人以外

の者との連携による教育研究活動を行うこと 

④ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること 

⑤ 大学における教育研究の成果の普及及び活用を通じ、地域社会に貢献すること 

⑥ その他、これらの業務に附帯する業務を行うこと 

これらの業務を円滑かつ効果的に運営するために、令和６年度は、主に以下の取組みを行

った。 

 

【業務運営の改善及び効率化】 

・ 法人の経営及び両大学に共通する運営の重要事項を検討・協議するために、学内役員に

よる法人役員会議を定期的に開催し、理事及び管理職の情報共有を図った。 

・ 学内外の委員の多様な意見による審議の活性化と事務の効率化を図るため、経営審議会

と両大学の教育研究審議会を合同で開催した。 

・ 教職員を対象に、研究活動におけるコンプライアンスや授業改善、大学評価（短期大学

認証評価）、生成系ＡＩなどの様々なテーマでＳＤＦＤ研修を実施し、高等教育機関の教

職員として必要な能力の向上に努めた。 

・ 両大学の教育研究活動の質的向上を目指して全教員に業績評価を実施し、前年度の評価

において特に優れた業績の教員に対し、特別研究費の交付を行った。 

・ 教職員だけでなく学生の意見を法人経営や大学の教育研究に反映させるべく、理事等と

学生との懇談会や「学生の声」アンケート（年２回）を実施し、学生の自由闊達な意見を

広く集め、その意見を参考にしながら学内環境及び運営改善に努めた。 

・ 設立団体派遣職員から法人採用職員への切替えを図るとともに、法人採用職員による自

主的・継続的な研修の機会提供及び支援を実施し、法人の業務執行に必要な専門性の向上

と人材育成に努めた。 
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【財務内容の改善】 

・ 研究倫理コンプライアンス研修会の開催や、外部資金獲得に関する学外研修会の案内

を共有したほか、学外の各種資金支援制度について周知を図るなど、外部資金獲得に有

益な情報提供と積極的な活用を呼びかけた。 

・ 授業料、入学料等の支払い状況を把握し、支払い遅延者に対して適切な督促・指導を

継続的に行った。 

・ 教育、研究、地域貢献、学生支援、施設整備等に充てることを目的とした法人基金に

ついて、法人の同窓会組織を通じて募集の周知を行った。 

・ リサイクルに関する呼びかけや夏季・冬季の省エネ対策を行い、経費の節減に努めた。 

・ 資金の安全かつ効果的な運用のため、年間の資金計画を策定し、余剰金については短

期の譲渡性預金での運用を行った。 

【自己点検、評価及び情報の提供等】 

・ 令和２年度に受審した「認証評価」の結果を受け、令和５年度に制定した「内部質保

証に関する方針」に基づき、両大学の内部質保証専門部会を中心に自己点検及び評価の

ガイドラインや項目等を作成し、自己点検・評価を実施する取組みを開始させた。 

・ 法人運営の透明性を確保するために、財務諸表や事業報告書、年度計画に基づく自己

評価結果、審議会の議事録等の法人情報をホームページで公表した。 

・ 大学の特色や魅力を発信するため、大学案内を作成するとともに、ホームページやＳ

ＮＳ等を活用し、学内外の取組みの積極的かつ速やかな情報発信に努めた。また、ホー

ムページをリニューアルし、セキュリティや機能、掲載コンテンツの充実を図った。 

【その他】 

・ 安全衛生管理規程に基づき、衛生委員会の開催や職場巡視を行い職場環境の改善を図

るとともに、健康診断やストレスチェックの実施により、教職員の心身の健康管理を適

切に行った。 

・ 大学周辺で発生した不審者事案や熊の目撃情報については、LINEにより迅速に学生に

周知するとともに、米沢警察署と連携し速やかに対応した。また、全学生・教職員参加

による消防訓練を実施し、災害や事故・犯罪の発生による被害の未然防止に努めた。 

・ ハラスメントの防止に向けて、新任者研修や教授会の場などを活用して教職員の意識

啓発に努めるとともに、関係法令等の周知を図った。 

 

３ 沿革 

昭和27年４月 米沢市立米沢女子短期大学家政科・被服別科を開学 

昭和31年４月 国語科を開設 

昭和38年４月 県立に移管承継 

昭和45年４月 山形県立米沢女子短期大学に名称変更 

家政科を家政学科、国語科を国語国文学科に名称変更 

昭和51年４月 別科を廃止 
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家政学科に家政専攻と食物専攻を開設 

昭和59年４月 英語英文学学科、日本史学科を開設 

平成６年４月 社会情報学科、健康栄養学科を開設（食物専攻を改組） 

平成７年３月 家政学科を廃止 

平成21年４月 公立大学法人化（法人名：公立大学法人山形県立米沢女子短期大学） 

平成26年４月 法人の名称を山形県公立大学法人に変更（１法人２大学体制） 

 山形県立米沢栄養大学を開学 

平成27年３月 山形県立米沢女子短期大学健康栄養学科を廃止 

平成30年４月 山形県立米沢栄養大学大学院（修士課程）を開設 

 

４ 設立に係る根拠法 

  地方独立行政法人法（平成15年法律第118号） 

 

５ 設立団体の長（主務課） 

  山形県知事（総務部高等教育政策・学事文書課） 

 

６ 組織図（令和６年４月１日現在） 

  別紙１「運営組織図」のとおり 

 

７ 事務所の所在地 

  山形県米沢市通町六丁目15番１号 

 

８ 資本金の額 

  20億5,316万円（増減なし） 

 

９ 在籍する学生の数（令和６年５月１日現在） 

①  米沢栄養大学健康栄養学部 

  総学生数    178人 

② 米沢栄養大学大学院健康栄養科学研究科（修士課程） 

  総学生数     5人 

③ 米沢女子短期大学 

   総学生数    499人 

 

10 役員の状況（令和６年４月１日現在） 

役職 氏名 任期 経歴 

理事長 阿部 宏慈 
Ｒ６.４.１ 

～Ｒ８.３.31 

平成26年４月～令和２年３月 

 山形大学理事兼副学長（総務・広報担当） 

令和２年４月～ 

 米沢栄養大学学長・米沢女子短期大学学長 



- 5 - 

 

理事 
（米沢栄養大学の総

括・研究・地域貢

献・連携担当） 

大和田 浩子 
Ｒ６.４.１ 

～Ｒ８.３.31 

平成25年10月～平成26年３月 

米沢女子短期大学教授 

平成26年４月～ 

 米沢栄養大学健康栄養学部教授・健康栄養学部長 

理事 
（米沢栄養大学の教

育・学生支援担当） 
金光 秀子 

Ｒ６.４.１ 

～Ｒ８.３.31 

平成26年４月～平成30年３月 

米沢栄養大学健康栄養学部准教授 

平成30年４月～ 

米沢栄養大学健康栄養学部教授 

理事 
（米沢女子短期大学の

総括・研究・地域貢

献・連携担当） 

松井 真人 
Ｒ６.４.１ 

～Ｒ８.３.31 

平成26年４月～ 

米沢女子短期大学教授 

令和６年４月～ 

 米沢女子短期大学副学長 

理事 
（米沢女子短期大学の

教育・学生支援担

当） 

小池 隆太 
Ｒ６.４.１ 

～Ｒ８.３.31 

平成26年４月～ 

 米沢女子短期大学教授 

理事 
（総務・経営担当） 

渡辺 博幸 
Ｒ６.４.１ 

～Ｒ８.３.31 

昭和62年４月～令和５年３月 

 山形県職員 

令和５年４月～ 

 山形県公立大学法人事務局長 

理事 
（経営担当） 

＜非常勤＞ 
加藤 英樹 

Ｒ６.４.１ 

～Ｒ８.３.31 

公認会計士 

令和４年11月～ 

米沢商工会議所会頭 

理事 
（地域貢献・連携担

当） 

＜非常勤＞ 

清野 一晴 
Ｒ６.４.１ 

～Ｒ８.３.31 

昭和57年４月～平成31年３月 

 山形県職員 

令和４年４月～令和６年３月 

 ふるさと山形移住・定住推進センター参与 

令和６年４月～ 

 河北町 代表監査委員 

監事 
＜非常勤＞ 

髙石 宏典 
Ｒ５.８.10

～※ 
公認会計士・税理士 

監事 
＜非常勤＞ 

羽生田 智 
Ｒ５.８.10

～※ 
弁護士 

  ※ 令和８年度についての財務諸表承認の日まで 

 

11 教職員の状況（令和６年５月１日現在） 

  米沢栄養大学       教員 46人（うち常勤 21人、非常勤 25人） 

  米沢女子短期大学     教員 82人（うち常勤 31人、非常勤 51人） 

  山形県公立大学法人    職員 35人（うち常勤 19人、非常勤 16人） 

   ※学長は米沢栄養大学と米沢女子短期大学を兼務しているが、それぞれに計上。 

 

 （常勤教職員の状況） 

常勤教職員は前年と比べて栄養大学教員が増減なし、短期大学教員が１名減となり、平均

年齢は48.7歳（前年度48.5歳）となっている。このうち県からの出向者は11人（事務局長は

含まない）である。  
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Ⅲ 財務諸表の要約 

 

 勘定科目の説明については、別紙２「財務諸表の科目」を参照。 

 

１ 貸借対照表 

（単位：千円） 

資産の部 金 額 負債の部 金 額 

固定資産   固定負債   

 有形固定資産    長期繰延補助金等 3,025 

  土地 604,100  長期未払金 133,265 

  建物 1,490,961 流動負債   

   減価償却累計額  △ 741,841  その他の流動負債 142,809 

  構築物 125,762      

   減価償却累計額 △ 114,590     

  工具器具備品 355,586 負債合計 279,100 

   減価償却累計額 △ 190,068 純資産の部   

  その他の有形固定資産 401,557 資本金   

 無形固定資産 22,698  地方公共団体出資金 2,053,160 

流動資産   資本剰余金 △ 717,306 

 現金及び預金 133,553 利益剰余金 474,603 

 その他の流動資産 1,840 純資産合計 1,810,457 

資産合計 2,089,557 負債・純資産合計 2,089,557 

注）金額は、単位未満を四捨五入しているので、計が一致しないことがある。 

  



- 7 - 

 

２ 損益計算書 

（単位：千円） 

   金 額 

 経常費用（Ａ） 1,134,868  

  業務費   

   教育経費 191,385  

   研究経費 30,140 

   教育研究支援経費 9,597  

   人件費 759,795  

   その他 7,591  

  一般管理費 136,360  

 経常収益（Ｂ） 1,125,525  

  運営費交付金収益 736,800  

  学生納付金収益 362,917  

  その他収益 25,809  

 目的積立金取崩額（Ｃ） 9,550  

 当期総利益（Ｂ－Ａ＋Ｃ） 207  

          注）金額は、単位未満を四捨五入しているので、計が一致しないことがある。 
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３ キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）   

    金 額 

 Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 3,744 

   人件費支出 △ 796,854 

   その他の業務支出 △ 255,876 

   運営費交付金収入 720,053 

   学生納付金収入 322,157 

   その他の業務収入 14,265 

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） △ 7,317 

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） △ 48,341 

 Ⅳ 資金増加額（又は減少額）（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △ 51,914 

 Ⅴ 資金期首残高（Ｅ） 185,467 

 Ⅵ 資金期末残高（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） 133,553 

注）金額は、単位未満を四捨五入しているので、計が一致しないことがある。 
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４ 財務情報 

 

（１）財務諸表に記載された事項の概要 

① 主要な財務データの分析 

 ア 貸借対照表関係 

（資産合計） 

 令和６年度末現在の資産合計は、前年度比61,084千円（2.8%（以下、特に断りがない限

り前年度比・合計））減の2,089,557千円となっている。 

 主な減少要因としては、年度末退職者の退職手当支給等により、現金及び預金が51,914

千円（28.0%）減の133,553千円となったことなどが挙げられる。 

  

 （負債合計） 

  令和６年度末現在の負債合計は、10,362千円（3.9%）増の279,100千円となっている。 

主な増加要因としては、学内ネットワークシステム更新のためリース料金である長期未

払金が44,714千円（50.5%）増の133,265千円となったことなどが挙げられる。 

  主な減少要因としては、精算対象である年度末運営費交付金残高の減少により運営費交

付金債務が16,747千円（100.0%）減の0円となったこと、年度末退職者の退職手当支給額の

減少等により、未払金が11,140千円（8.1%）減の126,468千円となったことなどが挙げられ

る。 

  

 （純資産合計） 

  令和６年度末現在の純資産合計は、71,446千円（3.8%）減の1,810,457千円となっている。 

  主な減少要因としては、減価償却相当累計額が62,103千円（9.4%）増の△722,530千円と

なったことなどが挙げられる。 

   

イ 損益計算書関係 

 （経常費用） 

  令和６年度の経常費用は、52,474千円（4.8%）増の1,134,868千円となっている。 

   主な増加要因としては、照明設備LED化更新工事等大規模工事の実施や電気料金の増加等

により、一般管理費が54,191千円（66.0%）増の136,360千円、教育経費が12,264千円

（6.8%）増の191,385千円となったことなどが挙げられる。 

   主な減少要因としては、退職手当支給額の減少等により、人件費が21,820千円（2.8%）

減の759,795千円となったことなどが挙げられる。 
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 （経常収益） 

  令和６年度の経常収益は、41,085千円（3.8%）増の1,125,525千円となっている。 

  主な増加要因としては、照明設備LED化更新工事等大規模工事の実施や電気料金の増加等

により運営費交付金収益が54,466千円（8.0%）増の736,800千円となったことなどが挙げら

れる。 

主な減少要因としては、米短大入学者の減少により入学料収益が10,485千円（13.6%）減

の66,519千円となったことなどが挙げられる。 

 

 （当期総利益） 

  上記経常損益の状況に、教育研究の質の向上、地域への優秀な人材の輩出を含めた地域

貢献の取組み及び組織運営の改善に充てるため、目的積立金を9,550千円取り崩した結果、

令和６年度の当期総利益は442,823千円（100.0%）減の207千円となっている。減少要因と

しては、前年度に会計基準改訂に伴い資産見返負債を収益化したことで多額の臨時利益が

発生したことが挙げられる。 

   

 ウ キャッシュ・フロー計算書関係 

 （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

  令和６年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、128,785千円（97.2%）減の3,744千

円となっている。 

  主な減少要因としては、人件費支出が80,759千円（11.3%）増の△796,854千円、その他

の業務支出が43,485千円（69.6%）増の△105,968千円となったことなどが挙げられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  令和６年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、3,688千円（101.6%）増の△7,317

千円となっている。 

  主な増加要因としては、有形固定資産の取得による支出が3,688千円（101.6%）増の

△7,318千円となったことなどが挙げられる。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 令和６年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、リース債務の返済による支出であ

り、4,604千円（10.5%）増の△48,341千円となっている。 
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（表）主要財務データの経年表 

（単位：千円） 

区      分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

 資産合計 2,296,493 2,195,185 2,071,262 2,150,641 2,089,557 

 負債合計 659,647 625,268 561,950 268,738 279,100 

 純資産合計 1,636,846 1,569,917 1,509,312 1,881,903 1,810,457 

 経常費用 1,064,404 1,025,725 1,035,824 1,082,394 1,134,868 

 経常収益 1,064,376 1,029,355 1,037,491 1,084,440 1,125,525 

 当期総利益 16,270 9,824 9,576 443,030 207 

 業務活動によるキャッシュ・フロー 66,139 29,477 30,327 132,529 3,744 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,402 △ 6,803 △ 2,736 △ 3,629 △ 7,317 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 38,412 △ 39,316 △ 39,316 △ 43,737 △ 48,341 

 資金期末残高 128,671 112,028 100,304 185,467 133,553 

注）金額は、単位未満を四捨五入しているので、計が一致しないことがある。 

 

（２）重要な施設等の整備等の状況 

 ① 当事業年度中に完成した主要施設等 

   学寮舗装修繕工事 

   学寮厨房排気ファン交換等工事 

 

 ② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

   該当なし 

 

 ③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

   該当なし 

 

 ④ 当事業年度において担保に供した施設等 

   該当なし 
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（３）予算・決算の概況 

（単位：千円） 

区      分 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 
差額 

理由 

収入 994,447  1,005,920  987,266  965,685  977,828  982,981  1,037,720  1,049,264  1,113,403  1,060,721   

 運営費交付金収入 554,892  554,047  555,292  548,536  628,452  622,462  694,608  691,630  771,379  720,053  (注１) 

 補助金等収入 60,000  66,312  60,000  60,414  0  2,273  0  1,000  0  1,000   

 自己収入 367,876  371,698  361,962  345,587  339,422  342,910  333,132  340,921  331,052  325,388   

  授業料等収入 350,931  355,092  346,575  330,924  327,606  327,827  323,215  330,483  321,726  314,781   

  その他の収入 16,945  16,606  15,387  14,663  11,816  15,083  9,917  10,438  9,326  10,607   

 受託研究等収入 200  6,107  200  5,189  200  7,428  200  7,546  200  4,730   

 目的積立金取崩 11,479  7,756  9,812  5,959  9,754  7,908  9,780  8,167  10,772  9,550   

支出 994,447  990,658  987,266  955,142  977,828  964,789  1,037,720  1,022,291  1,113,403  1,081,368   

 業務費 923,707  913,822  913,672  884,374  900,914  888,294  970,071  952,618  960,011  948,024   

  教育研究経費 173,745  172,946  179,710  162,153  178,585  179,974  187,053  171,003  192,306  188,229   

  人件費 749,962 740,876  733,962 722,221  722,329 708,320  783,018 781,615  767,705 759,795   

 一般管理費 70,540 70,369  73,394 66,192  76,714 69,203  67,449 64,191  153,192 128,307  (注２) 

 施設整備費 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0   

 受託研究等経費 200  6,467  200  4,576  200  7,292  200  5,482  200  5,037   

収入－支出 － 15,262  － 10,543  － 18,192  － 26,973  － △20,647   

 

○ 予算と決算の差異について 

（注１）運営費交付金の差額の主な要因は、大規模工事の執行額の実績及び前年度からの 

    繰越分に相当する額が減額されたことによるもの。 

（注２）一般管理費の差額の主な要因は、大規模工事の執行額の実績によるもの。 
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Ⅳ 事業に関する説明 

 

１ 財源の内訳（財源構造の概略等） 

当法人の経常収益は1,125,525千円で、その内訳は、運営費交付金収益736,800千円

（65.5%（対経常収益比、以下同じ））、学生納付金収益362,917千円（32.2%）、その他の

収益25,809千円（2.3%）となっている。 

 

２ 財務情報及び業務の実績に基づく説明 

当法人は米沢栄養大学（健康栄養学部健康栄養学科、大学院健康栄養科学研究科（修士

課程）、附属図書館、キャリア支援センター、地域連携・研究推進センター）及び米沢女

子短期大学（国語国文学科、英語英文学科、日本史学科、社会情報学科、附属図書館、キ

ャリア支援センター、生活文化研究所）により構成されている。 

 米沢栄養大学は、栄養に関する高度な専門知識・技術を身に付けた人材を育成するとと

もに、栄養と健康の研究に関するシンクタンク機能と栄養に携わる者に対する生涯学習の

拠点機能を有する、山形県内で唯一の管理栄養士養成施設である。 

 米沢女子短期大学は、社会に貢献でき、地域を支える人材を養成することを使命とし、

多様な教養教育と実践力を養う専門的・実学的教育を行うとともに、早期からの充実した

キャリア支援により、高い就職率と４年制大学への編入率を誇る総合短期大学である。 

 令和６年度の主な業務は、下記の通り。 

 

（１）教育研究に関する内容 

・ 両大学の内部質保証専門部会を中心に「自己点検及び評価のガイドライン」を策定の

うえ、自己点検・評価の実施体制を構築し取り組みを開始させた。また、栄養大では、

学生が行った自己評価を教員が把握し学生に還元できる「学修成果自己評価システム」

の本格運用を開始するとともに、米短大では、アンケートフォームを活用した「教育内

容・成長実感に関する年度末アンケート」の実施に向け、自己評価項目を設定した。 

・ 学生の声を授業にフィードバックするため、集中講義を含めて「授業評価アンケート」

を前期及び後期に実施するとともに、教員を対象とした「授業改善研修会」を行う等、

大学全体として教育内容の充実に努めた。 

・ 栄養大大学院では、少人数教育の強みを活かし、研究計画発表会や中間発表会、修士

論文公開発表会等の機会を利用して他領域の研究科教員から学生の研究活動に対して広

く助言を行うなど、栄養に関する高度人材育成に努めた。また、オンライン授業の採用

や平日夜間や土曜日に授業を設定するなど、社会人を含む学生が様々な制約にとらわれ

ることなく授業を履修し、研究に取り組むことができるよう配慮した。 

・ 本学独自の「戦略的研究推進費」により外部資金獲得を目指す教員の研究活動に資金

的支援を行ったほか、研究倫理コンプライアンス研修の開催、科研費申請の最新動向に
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関する動画や外部研究助成金公募についての情報提供を通じ、教員の意識向上と研究活

動の推進を図った。 

・地域連携・研究推進センターにおいて、シーズ集を作成のうえホームページで公開し、

自治体・企業等からの受託研究や共同研究等の拡大と外部資金の獲得及び地域への貢献

の促進を図った。 

（２）学生の確保及び支援に関する内容 

・ 大学説明会や高校訪問、学生特使、オープンキャンパス、ＳＮＳを活用した広報活動

を実施するなど、学生の確保に努めた。米短大では、新入生アンケートの結果を踏まえ、

高校（教員）への情報提供を重要視して広報活動を行ったほか、東北六県と新潟県の入

学・志願実績校や、比較的アクセスが良く人口規模の大きい宇都宮市を中心としたエリ

アを訪問し、アピールを強化した。 

・ ４月に在学生による新入生との対面型イベント「雑談ラウンジ」（両大学の学生約200

名参加）を開催した。新たに教員や地域の社会人も加わり、履修相談や進路相談のみな

らず、アルバイトや防犯等の米沢での学生生活に関する情報交換を行い、新入生の不安

解消に努めた。 

・ 近隣スーパーの閉店に伴い学生の買い物が困難になったことを受け、市内業者の協力

のもと、学内で食料品を購入できる環境を整え、学生の利便性向上を図った。 

・ 栄養大のキャリア支援として、就職事前準備講座や公務員講座、キャリア支援センタ

ー職員による個別相談、面接練習など、学生の希望に応じたきめ細かな支援を実施した

結果、５年連続で就職率100%を達成した。 

・ 栄養大では管理栄養士資格取得に向け、休日の自習室の解放、外部講師による研修会

の開催、模擬試験の実施、必要に応じて再試験や個人面談を行ったほか、教員や保護者

に模試の成績を共有する等の新たな取組みも実施し、支援の充実に努めた。 

・ 米短大のキャリア支援として、面接練習、進路相談会、各種講座の開講、学内におけ

る合同企業説明会の実施、就職に有利な資格取得支援、オンラインを活用した相談対応

など、学生の進路希望に応じたきめ細かな支援に努めた結果、就職率は95.7％であった。 

・ 編入学指導について、専任の編入学指導員による小論文と英語の指導を継続して実施

するとともに、６～10月には小論文の指導日を週２日から３日に拡大して対応するなど

指導の充実に努めた結果、編入学希望者における編入学率100％を達成した。 

 

（３）地域貢献に関する内容 

・ 地域で活躍する人材を育成するため、臨地実習施設訪問を行うとともに、合同企業説

明会参加企業に対し、アンケートによる地域の人材ニーズ調査を行った。また学生の県

内企業への認知を高めるため、県内企業見学バスツアーや、県内企業に就職したＯＧの

話を聞く会を実施した。 

・ 栄養大では、自治体からの各種相談への対応や連携事業の実施のほか、「やまがた健
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康フェア」への参画や、県と連携した「減塩・ベジアッププロジェクト」事業における

小学生の減塩教育への取組みなどを通じ、県民の健康づくりに貢献した。また、米短大

では、連携協定を締結している高校からの受講生受入れや、依頼があった高校での模擬

講座実施など、高大連携の推進と地域教育への貢献に努めた。 

・ 開かれた高等教育機関として、大学紀要や学術機関リポジトリによる公開を通じて教

員の研究成果を広く発信するとともに、公開講座や出前講座を実施し、地域に多様な学

習機会を提供した。また、米短大では新しい生涯学習・リカレント教育の一環として令

和５年度後期から開始した聴講生制度を拡充し、令和６年度は前期からの実施とした。 

・ 令和５年度から引き続き「米沢駅前映えcaféオープンプロジェクト」（両大学の学生

61名参加）を実施し、駅前商店街や行政等と連携しながらフィールドワークや商品開発

等の事業を提案・実行した。 

 

（４）国際交流に関する内容 

・ 「米沢駅前映えcaféオープンプロジェクト」の学生による「３Ｅカフェ」（外国出身者

11名、地域住民８名、両大学の学生31名が参加）を開催し、栄養大生による国際色豊か

なフードの提供やイベントの運営により相互に交流を深めた。 

・ 栄養大では、「公衆栄養学」の授業において海外で栄養改善活動の経験を有する管理

栄養士の講話を聞く機会を設けた。米短大では、コロナ禍で開講が見送られていた「異

文化理解実習」を再開した。実施にあたっては、できるだけ多くの学生が参加できるよ

う単位数や旅行期間の見直しを図った結果14名の学生が参加した。 

 

３ 課題と対応方針等 

18歳人口の減少が今後も続いていく中、両大学とも優秀な学生を確保していくことが課

題となる。そのため、理事長のリーダーシップのもと学外の意見も踏まえ、大学の教育研

究内容について検証を行いながら、教職員が一丸となって大学としての魅力づくりと情報

発信を行っていく。 

自律的な大学運営による教育研究活動を実施するため、基盤となる運営費交付金の確保

や外部資金の獲得、法人基金の募集による自己収入の確保等により財政基盤の安定化を図

るとともに、引き続き経費の節減に努めていく。 

米沢女子短期大学校舎や学寮は、建築から40年以上が経過し老朽化が著しいことから大

規模な改修が必要な状況となっており、計画的に改修・修繕を進めるとともに、教育研究

機能のあり方を含めた長期的な視点での検討が必要となっている。 
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Ⅴ その他事業に関する事項 

 

１ 予算、収支計画及び資金計画 

（１）予算 

   （単位：千円）  

区分 予算 決算 
差額 

(決算－予算) 
備考 

収入     

 運営費交付金 771,379 720,053 △51,326  

 補助金等収入 0 1,000 1,000  

 自己収入 331,052 325,388 △5,664  

  授業料等収入 321,726 314,781 △6,945  

  その他の収入 9,326 10,607 1,281  

 受託研究等収入 200 4,730 4,530  

 目的積立金取崩 10,772 9,550 △1,222  

計 1,113,403 1,060,721 △52,682  

支出     

 業務費 960,011 948,024 △11,987  

  教育研究経費 192,306 188,229 △4,077  

  人件費 767,705 759,795 △7,910  

 一般管理費 153,192 128,307 △24,885  

 施設整備費 0 0 0  

 受託研究等経費 200 5,037 4,837  

計 1,113,403 1,081,368 △32,035  

 

（２）収支計画 

   年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

 

（３）資金計画 

   年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 
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２ 短期借入れの概要 

  該当なし 

 

３ 運営費交付金債務及び増減額の明細 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 

（単位：千円） 

交付年度 期首残高 
交付金当期

交付額 

当期振替額 

期末残高 運営費交付金

収益 
資本剰余金 小計 

令和５年度 16,747 - 16,747 - 16,747 0 

令和６年度 - 720,053 720,053 - 720,053 0 

合計 16,747 720,053 736,800 - 736,800 0 

注）金額は、単位未満を四捨五入しているので、計が一致しないことがある。 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

（単位：千円） 

区   分 金 額 内      訳 

業務達成

基準によ

る振替額 

運営費交付金収益 - 

該当なし。 
資産見返運営費交付金 - 

資本剰余金 - 

計 - 

期間進行

基準によ

る振替額 

運営費交付金収益 201,134 
①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及

び費用進行基準を採用した業務以外の全ての業務 

②当該業務に関する損益等                        

ｱ）損益計算書に計上した費用の額：201,134                  

ｲ）自己収入に係る収益計上額：－                           

ｳ）固定資産の取得額：－                                                      

③運営費交付金の振替額の積算根拠                         

期間進行基準による業務が全て行われたため全額

を収益化。                              

資産見返運営費交付金 - 

資本剰余金 - 

計 201,134 

費用進行

基準によ

る振替額 

運営費交付金収益 535,666 
①費用進行基準を採用した事業等：退職手当及び人

件費、大規模修繕工事 等 

②当該業務に係る損益等                             

ｱ）損益計算書に計上した費用の額：528,348                                         

あ（人件費:441,781、その他の経費：86,567）                                                      

ｲ）自己収入に係る収益計上額：－                          

ｳ）固定資産の取得額：7,318                                                          

③運営費交付金の振替額の積算根拠                          

費用進行に伴い支出した運営費交付金債務を収益

化。 

資産見返運営費交付金 - 

資本剰余金 - 

計 535,666 

合 計   736,800   

注）金額は、単位未満を四捨五入しているので、計が一致しないことがある。 
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（３）運営費交付金債務残高の明細 

（単位：千円） 

運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

業務達成基準を採用した業

務に係る分 
- 該当なし。 

期間進行基準を採用した業

務に係る分 
- 該当なし。 

費用進行基準を採用した業

務に係る分 
- 該当なし。 

  -   

注）金額は、単位未満を四捨五入しているので、計が一致しないことがある。 

 

 



- 1 - 
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（別紙２） 

■財務諸表の科目 

 

１ 貸借対照表 

有形固定資産： 

土地、建物、構築物等、山形県公立大学法人が長期にわたって使用する有形の固定資産。 

減価償却累計額等： 

減価償却の累計額。 

その他の有形固定資産： 

図書、美術品等が該当。 

無形固定資産： 

ソフトウェア等が該当。 

現金及び預金： 

現金と預金の合計額。 

その他の流動資産： 

未収学生納付金収入、棚卸資産等が該当。 

長期未払金： 

リース契約分の未払金。 

地方公共団体出資金： 

設置団体である山形県からの出資相当額。 

資本剰余金： 

設置団体である山形県から交付された施設費等により取得した資産（建物等）等の相当

額。 

利益剰余金： 

山形県公立大学法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

２ 損益計算書 

業務費： 

山形県公立大学法人の業務に要した経費。 

教育経費： 

山形県公立大学法人の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費： 

山形県公立大学法人の業務として行われる研究に要した経費。 

教育研究支援経費： 

附属図書館等の特定の学部等に所属せず、法人全体の教育及び研究の双方を支援するた

めに設置されている施設又は組織であって、学生及び教員の双方が利用するものの運営

に要する経費。 
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人件費： 

山形県公立大学法人の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費： 

山形県公立大学法人の管理その他の業務を行うために要した経費。 

 その他： 

受託研究、共同研究、受託事業を行うために要した経費。 

運営費交付金収益： 

運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益： 

授業料収益、入学料収益、入学考査料収益の合計額。 

その他の収益： 

受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。 

目的積立金取崩額： 

目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のうち、特に教育研究

の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取り崩しを行った額。 

 

３ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー： 

原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費交付金収入等の山

形県公立大学法人の通常の業務の実施に係る資金の収支状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー： 

固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等、将来に向けた運営基盤の確立

のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー： 

増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返済による収入・支出

等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表す。 

 

 


